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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 生産局（北海道）

都道府県名 北海道 関係市町村名 天塩郡豊富 町
て しおぐんとよとみちよう

事 業 名 草地畜産基盤整備事業 地 区 名 東 豊富地区
ひがしとよとみ

（担い手育成草地整備改良事業）

事業主体名 北海道 事業完了年度 平成16年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、急傾斜地が多く、気候は冷涼で土壌は含水比の大きい泥炭地で不陸

の発生しやすい土壌である。昭和28年より開拓が始まり、畑作を中心に行ってき
たが、その厳しい気象条件により昭和30年代から酪農に転換してきた。また、昭
和45年から農地開発事業により地域全体にわたり整備され、その後農業公社牧場
設置事業等において若干整備されているものの約30年間にわたり整備する事業は、
実施されていない状況である。現在では、土壌条件から不陸も拡大し、また本地
区で必要とされている大型機械の効率的走行に支障をきたしており、本事業を実
施することにより担い手に土地を集積し、畜産経営の育成及び安定化を図ること
を目的とする。

受益面積：1,262ha
受益者数：個人31戸、法人1戸、合計32戸
主要工事：草地整備改良357.5ha、家畜排せつ物土地還元施設14ヶ所（堆肥舎11ヶ所、

尿溜3ヶ所）
総事業費：1,019百万円
工 期：平成11年度～平成16年度（最終計画変更：平成15年度）

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農産物（畜産物）の生産量の増加
① 作付面積（受益農家経営面積）

・ 当初計画時より5名の農家が離農され、一部の農地が地区外の農家に譲渡及び、高
規格道路建設による一部の用地転用により減の傾向となっている。

事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15）
牧草地 2,320.9ha → 2,165.8ha → 2,195.1ha →

評価時点（H21） 増減（H15とH21の対比）
2,190.6ha 4.5ha減少(△0.2％)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

② 生産量（受益農家）
・ 乳用牛の飼養頭数は、生乳価格の段階的な引き下げなどによる将来への不透明感

に加え経営主の高齢化や後継者不足等の理由により減少傾向が続いている。
また、肉用牛の飼養頭数は、1戸の法人経営を主体に安定した生産が図られている。
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○ 家畜飼養頭数（受益農家）
事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15）

乳用牛 2,754頭 → 2,519頭 → 2,442頭 →
肉用牛 0頭 → 171頭 → 228頭 →

評価時点（H21） 増減（H15とH21の対比）
2,588頭 146頭増加(6.0%)
568頭 340頭増加(149.1%)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

○ 畜産物生産量（生乳生産量）（受益農家）
事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15）

11,096ｔ → 11,311ｔ → 11,961ｔ →

評価時点（H21） 増減（H15とH21の対比）
11,069ｔ 892ｔ減少(7.5%)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

③ その要因の変化
「ゆとり」ある酪農経営の展開を目指しており、余暇の充実、酪農ヘルパー制度の活

用、「豊富町大規模草地育成牧場」への預託、将来的なコントラの導入（JA北宗谷）
の検討を行っている。しかし、これらの状況が規模拡大や増頭に結びついていない経
営も含まれている。

２ 営農経費の節減
① 労働時間
・ 家畜排せつ物還元ほ場の整備と併せて家畜排せつ物処理施設の整備と、一体的な整備を
行ったことで高性能大型機械による効率的な作業ができる自給飼料生産基盤が整い、営農
経費の節減や農地の利用集積が進んでいる。また、ヘルパー利用協同組合等も組織され、
より一層の労働時間の軽減がされている。
○ 豊富町農協酪農ヘルパー利用組合（延べ日数）

事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15） 評価時点（H21）
2,112日 → 2,785日 → 2,813日 → 3,598日

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

・ 生産基盤の整備により、高性能大型機械で効率的な作業が可能となり、労働時間の短
縮に繋がった。
○ 草地管理に係る労働時間

事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15）
42.5hr/ha → 14.9hr/ha → 14.9hr/ha →

評価時点（H21） 増減（H10とH21対比）
14.8hr/ha 27.7hr/ha減少

○ 内堆肥散布に係る労働時間
事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15)

2.1hr/ha → 1.2hr/ha → 1.2hr/ha →

評価時点（H21） 増減（H10とH21対比）
1.2hr/ha 0.9hr/ha減少

３ 畜産物の価格
○ 乳価

事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15）
74.1円/kg → 73.4円/kg → 74.1円/kg →

評価時点（H21） 増減（H15とH21の対比）
75.7円／kg 1.6円／kg増加(2.2％)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）
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イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項

① 生産性の向上
・ 平成15年までにおける飼料作物の年間総収量は、計画年次に比較し概ね維持し
ている。しかし、評価年次（H21実積）は、天候不順の影響で大幅な減収となった
が良質な粗飼料の生産及び供給が行われている。

○ 飼料作物の単収
事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15） 評価時点（H21）

3.57t/10a → 3.50t/10a → 3.56t/10a 3.33t/10a
（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

・ 生産基盤の整備や家畜ふん尿処理施設が整備されたことにより良好飼料が生産・
供給され搾乳牛1頭当たりの年平均生乳生産量が増加するとともに生産性が向上し
ている。平成15年頃まで順調に伸びていた頭当たり生乳生産量は近年の濃厚飼料の
高騰により粗飼料への転換が生乳生産量に影響が出ている。

○ 年平均生乳生産量
事業実施前（H10） 計変時点（H13） 計変時点（H15） 評価時点（H21）
6,636kg/頭・戸 → 6,787kg/頭・戸 → 7,363kg/頭・戸 6,834kg/頭・戸

・ また、堆肥等の農地還元が促進された。
計変時点（H15） 評価時点（H21） 増減

堆肥の生産量 36,487t／年 → 36,588t／年 101t増加(0.3％)
尿の処理量 10,815t／年 → 10,913t／年 98t増加(0.9％)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

② 農業生産額の増加（受益農家）
・ 農業生産額は計画変更年度に比べ2.6％ 増加している。また、濃厚飼料価格などの

高騰等により経営費が上昇しており農業所得を圧迫している状況である。

計変時点（H15） 評価時点（H21） 増減
農業生産額 1,252百万円 → 1,285百万円 33百万円増加(2.6%)
農業所得額 501百万円 → 413百万円 88百万円減少(17.6%)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

③ 経営規模の改善（受益農家飼養頭数・経営面積）
・ 戸当たり飼養頭数は増加傾向であるが、一部で農地の利用集積が進んでいるも

の離農による地区外農家への移譲や高規格道路への転用もあり戸当たり自給飼料
生産基盤面積は減少傾向となっている。

計変時点（H15） 評価時点（H21） 増減
平均飼養頭数（乳用牛） 85.2頭／戸 → 89.2頭／戸 ＋4.0頭／戸

平均基盤面積 71.3ha／戸 → 68.5ha／戸 △2.8ha／戸
（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 田園環境の再生・創造と共生・循環を活かした個性豊かで活力ある農村づくり
・ 酪農畜産の安定的な発展を図っていく上で家畜糞尿の処理については、大きな課題と

なっているが、貴重な有機物資源であり、堆きゅう肥及び液肥としての農地への適切なリ
サイクル利用を推進していき、完熟した堆肥として農地に還元し、クリーン農業の振興
と環境に優しい土地利用を推進する。

当初整備予定の堆肥舎17ヶ所と尿溜12ヶ所から最終的に堆肥舎11ヶ所、尿溜３ヶ
所となりそれに伴い農地還元面積も減少している。

農地還元面積（ha）
事業実施前（H10） 評価時点（H21） 増減

堆肥舎 1,060.5ha → 733.1ha △327.4ha
尿溜 740.9ha → 213.8ha △527.1ha
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② 農用地の確保と有効利用による食料供給力の強化
・ 新たな自給飼料生産基盤を確保するため、積極的に農用地の集積等を行い、農地の

有効利用を行っている。しかし、H18年頃、1戸の担い手農家の農地が高規格道路建設
による用地転用により経営面積が減少（△14.9ha）しており全体的に微増にとどまっ
ている。（担い手経営）

事業実施前（H10） 評価時点（H21） 増減
担い手への農用地の集積
及び整備面積 375.4ha（6戸） → 378.4ha（6戸） ＋3.0ha
乳牛1頭当たり飼料作物
作付け面積 0.71ha → 0.63ha △0.08ha

ウ 事業により整備された施設の管理状況
・ 事業により整備された草地、家畜排せつ処理施設、周辺環境整備施設は畜環整備糞尿利用

組合により維持管理が適切に行われており、今後においても利用組合が維持・管理を担うこ
ととしている。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境変化（受益農家）

・ 家畜排せつ物土地還元施設（尿溜、堆肥舎）の整備により、家畜排せつ物の適切な管
理・利用が行われ、畜産経営に起因する環境汚染の防止が図られている。また、良質堆肥
の生産により農地還元が行われた結果、有機物資源として資源循環が促進が図られた。

計変時点（H15） 評価時点（H21） 増減
堆肥の生産量 36,487t／年 → 36,588t／年 101t増加(0.3％)
尿の処理量 10,815t／年 → 10,913t／年 98t増加(0.9％)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

２ 自然環境
・ 草地等整備に伴い、家畜排せつ物の還元として有効活用されており、堆肥として草
地に還元された結果、地域環境の改善が図られた。

オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

・ 平成15年度（平成12年国勢調査）時点における豊富町の就業者数は2,871人であった
が、平成21年度（平成17年国勢調査）では、2,585人となり286人減少（△10.0%）してい
る。

（出典：国政調査 H12、H17）
・ 豊富町の総人口は、平成15年度末で5,104人であったが、平成21年度末で4,578人と
なり526人の減少（△10.3％）となっている。

（出典：住民基本台帳）

２ 地域農業の動向
・ 第１次産業産出額のうち農業畜産産出額は、平成15年時点で6,680百万円（H15～16
年）であったが、平成21年時点（最新H18～19年）では6,580百万円となり100百万円の減
少（△1.5%）している。また、第1次産業に占める農業の割合は、平成17年時点で約23.1%
の割合を示している。

（出典：北海道農林水産統計年報 H15～16、H18～19）
・ 豊富町の専業農家戸数は、平成15年時点で165戸（H13年）であったが平成21年（H18

年）時点では156戸となっており、農家戸数は減少している。
（出典：農林業センサス 2000年（H13）、2005年（H18））

・ 豊富町では、後継者不足等による離農が相次ぐ中、近年新規就農しており、農家戸数
の維持に努めている。
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カ 今後の課題等
１ 低コスト自給飼料生産の取り組み

・ 農用地の利用性向上（農地集積、農家作業効率化）、機械の効率的な利用を進め、安
定した酪農経営を展開するため、糞尿の適正処理と堆肥の有効利用を推進し、地域にあっ
た低コストで高品質な粗飼料を確保する必要がある。

２ 担い手の育成・確保
・ 高い技術と優れた経営管理能力を持つ担い手の育成及び確保のため、若者を惹きつけ

る魅力ある農業を確立することを基本に、農家子弟の就農を図るための４Ｈクラブからの
支援や、実践的な研修教育の機会を創出するとともに、農業改良普及センターや財団法人
北海道農業開発公社・担い手本部と連携しながら、情報の提供や技術の指導・助言を推進
し、円滑な就農のための環境整備を図る必要がある。

また、『豊富町大規模草地育成牧場』の利用では、優良後継牛の確保だけでなく、個
別経営における搾乳・草地管理部門と育成部門を分離し、労働時間軽減の手段として大
きな役割を担っており、地域の酪農基盤を支える手段として、今後も公共牧場の果たす
役割は大きい。

３ 安全・安心な食料の供給
・ 本地区の飼料基盤の整備によって良質な自給飼料の乳牛への供給は、地区内での広大

な牧草地を最大限活かし、良質な「土・草・牛」を基本とした、新鮮で安全・安心な生
乳の生産を可能にした。

地区内で生産された生乳は、主に町内の『豊富牛乳公社』へ集荷され、最新の設備を
備えた牛乳専用プラントと徹底した品質管理を経て『豊富牛乳』へと製品化されており、
(株)セイコーマートにより道内外の各店へ飲用乳やアイスクリームなどの乳製品として
消費者に届けられ、豊富ブランドが確立されている。

事 後 評 価 結 果 ・ 草地基盤の整備により自給飼料基盤が確保され、大型機械の効
率的利用が可能となり、良質な自給飼料の増産が図られた。

・ 堆肥舎の整備により家畜糞尿が適正に処理され、堆肥として草
地に還元された結果、地域環境の改善が図られた。

第 三 者 の 意 見 ・ 特段の意見なし
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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 生産局（北海道）

都道府県名 北海道 関係市町村名 野付郡別海町
のつげぐんべつかいちよう

事 業 名 草地畜産基盤整備事業 地 区 名 中西別地区
なかにしべつ

（担い手育成草地整備改良事業）

事業主体名 北海道 事業完了年度 平成16年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、酪農を基幹産業として発展してきたが、一部土地の起伏が激しく大型機

械での作業効率や、また、排水性の低下により牧草収量及び品質に悪影響を及ぼして
いる。このため、本事業により起伏修正等を中心とした飼料基盤整備を実施するとと
もに担い手への集積を進め、作業効率の向上と良質粗飼料の確保を図り、酪農経営を
安定させることを目的に本事業を実施した。

受益面積：4,385.2ha
受益者数：103戸
主要工事：草地整備改良1,134.5ha、草地造成改良4.4ha、家畜排せつ物土地還元施設整備17箇所

(堆肥舎14箇所、尿溜3箇所)特認施設整備7箇所(パドック)
総事業費：1,279百万円
工 期：平成11年度～平成16年度

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農作物（畜産物）の生産量の増加
・草地整備改良及び草地造成を行うことにより、自給飼料基盤が確保されたことから、畜
産物の生産量が増加している。また、自給飼料生産基盤面積、乳用牛飼養頭数、生乳生産
量も増加となっている。

事業実施前 計変時点 評価時点 増 減
（平成10年） (平成15年) （平成21年）

自給飼料生産基盤面積 6,845.0ha → 6,895.3ha → 6,963.7ha 68.4ha増加
乳用牛飼養頭数 12,000頭 → 11,587頭 → 12,015頭 428頭増加
生乳生産量 46,629.9ｔ → 50,564.9ｔ → 54,109.4ｔ 3,544.5ｔ増加

（資料：計画書、ＪＡ道東あさひ調べ）

２ 営農経費の節減
・草地整備改良及び草地造成を行うことにより、大型機械で効率的に作業できる自給飼料
生産基盤が整い、また営農経費の節減や農地の利用集積が進み、コントラクターの活用に
より農作業の軽減が図られ、効率的な自給飼料の生産が行われている。

［農作業時間］
計変時点 評価時点 増 減

(平成15年) （平成21年）
牧草（サイレージ） 1.90hr/10a → 1.49hr/10a 0.41hr/10a減少

（資料：計画書算定数値から）
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３ 畜産物の価格
・乳価は、平均で82円/㎏と計画時点に比べ7円/㎏(9％)増加している。

[生乳単価]
事業実施前 計変時点 評価時点 増 減

（平成10年） (平成15年) （平成21年）
乳価 75円/㎏ → 75円/㎏ → 82円/㎏ 7円/㎏増加

（資料：別海町、ＪＡ道東あさひ調べ）

イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項

① 生産性の向上
・ 草地整備改良及び草地造成を行うことにより、飼料作物（牧草）の単収が増加した。品

質の良い飼料が確保され、生産性が向上した。
・ 家畜排せつ物土地還元施設（堆肥舎、尿溜）の整備により家畜排せつ物の適正な処理が

図られた。また、堆肥及び液肥の農地還元が積極的に行われ、有機物資源としての資源リ
サイクルが促進された。

事業実施前 計変時点 評価時点 増 減
（平成10年） (平成15年) （平成21年）

飼料作物の単収 3.65t/10a → 3.75t/10a → 3.91t/10a 0.16t/10増加
ふん尿量 99,311ｔ → 107,098ｔ → 120,442ｔ 13,344ｔ増加

農地還元面積 3,310ha → 3,570ha → 4,015ha 445ha増加
（資料：北海道農林水産統計年報、ＪＡ道東あさひ調べ）

② 農業生産額の増加
・ 農業生産額は生乳生産量の増加に伴い、計画時点に比べ661百万円の増となっているが、

農業所得額については、71百万円の減となっている。
事業実施前 計変時点 評価時点 増 減

（平成10年） (平成15年) （平成21年）
農業生産額 3,496百万円 → 3,818百万円 → 4,479百万円 661百万円増加
農業所得額 1,232百万円 → 1,300百万円 → 1,229百万円 71百万円減少

（資料：ＪＡ道東あさひ調べ）

③ 経営規模の改善
・ 自給飼料生産基盤の拡大により乳用牛の飼養頭数が増加し、１戸当たり平均飼養頭数及

び自給飼料生産基盤面積が増加している。
事業実施前 計変時点 評価時点 増 減

（平成10年） (平成15年) （平成21年）
１戸当たり乳用牛飼養頭数 100頭/戸 → 112頭/戸 → 130頭/戸 18頭/戸増加
１戸当たり農用地面積 57ha/戸 → 66.9ha/戸 → 70.3ha/戸 3.4ha/戸増加

（資料：計画書、ＪＡ道東あさひ調べ）

（事前評価における指標に関する事項）
① 畜産経営の生産性向上、安定性・持続的発展

・ 草地整備事業を行うことにより経営規模の拡大、生産性の向上、経営の効率化が図られ
た。

・ 家畜排せつ物土地還元施設の整備や国営環境保全型かんがい排水事業別海南部地区の用
水施設整備により、堆肥及び液肥の農地還元が促進された。

② 自給生産基盤の拡大並びに自給飼料の増産
・ 乳用牛飼養農家において、自給飼料生産基盤の拡大により自給飼料の増産が図られてい

る。
事業実施前 計変時点 評価時点 増 減
（平成10年） (平成15年) （平成21年）

自給飼料生産基盤面積 6,845.0ha → 6,895.3ha → 6,963.7ha 68.4ha増加
飼料作物の単収 3.65t/10a → 3.75t/10a → 3.91t/10a 0.16t/10a増加
自給飼料供給量 115,494t → 124,699t → 137,216t 12,517t増加
（資料：計画書、ＪＡ道東あさひ調べ）（供給量は計画書(H10,H15)、H21は推定）
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③ 担い手農家の育成、経営規模の拡大
・ 離農等により担い手農家数は減少しているが、農地の利用集積が進み経営規模の拡大が

図られ、将来の地域農業を支える担い手農家への酪農経営が継承されている。
計変時点 評価時点 増 減

(平成15年) （平成21年）
担い手への農用地集積面積 6,597.2ha → 6,641.1ha 43.9ha増加
担い手農家数 103人 → 92人 11人減少

（資料：別海町、ＪＡ道東あさひ調べ）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 農用地の確保による食料供給力の強化

・ 既草地の不陸や傾斜地等の解消により生産性の向上が図られ、また、大型機械が効率的
に稼働するための基盤整備が行われたことにより、高品質な自給飼料供給につながった。
草地整備改良面積：A=1,134.5ha
草地造成面積：A=4.4ha

② 自給飼料供給量
・ 自給飼料生産基盤面積の増加により、自給飼料供給量が増加している。

事業実施前 計変時点 評価時点 増 減
（平成10年） (平成15年) （平成21年）

自給飼料生産基盤面積 6,845.0ha → 6,895.3ha → 6,963.7ha 68.4ha増加
自給飼料供給量 115,494ｔ → 124,699ｔ → 137,216ｔ 12,517ｔ増加
※供給量 計画書(H10,H15) H21については、推定

ウ 事業により整備された施設の管理状況
事業により整備された堆肥舎、尿溜、パドックの管理状況については、引渡しを受けた生産者

が適正に管理がされており、今後も適正な管理が期待できる。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境

・ 家畜排せつ物土地還元施設（堆肥舎、尿溜）、特認施設（パドック）の整備により、適正
な管理・利用が行われ、環境汚染の防止が図られている。また、堆肥等の農地還元が行われ
た結果、有機物資源として資源リサイクルが促進が図られた。

２ 自然環境
・ 草地整備改良・造成及び家畜排せつ物土地還元施設（堆肥舎、尿溜）、特認施設（パドッ
ク）の整備した結果、家畜排せつ物の適正な管理・利用が図られた。

オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

・ 少子化や町外への人口流出などにより、平成12年で16,910人であった総人口は、平成17年
には16,460人に、平成22年3末現在では、16,052人まで（△5.1%）減少している。

一方、世帯数は平成12年の5,553世帯から、平成22年3月末の6,224世帯と（+12.1%）増え
ている。

（資料：国勢調査(H12,H17)、住民基本台帳(H22.3末)）

２ 地域農業の動向
・ 別海町の農業産出額は平成10年39,412百万円であったが、平成21年は49,510百万円となっ

ている。その内、乳用牛の産出額は41,901百万円と町の農業産出額の85％を占めている。
※北海道農林水産統計年報、別海町調べ

・ 耕地面積は63,600haでそのうち牧草地は62,600haと98％を占めている。
・ 農家数は910戸で専業85％、１種兼業14％、２種兼業1％となっている。
・ 酪農家873戸、肉用牛16戸などとなっており、酪農を中心とした地域である。

（資料：農林業センサス、作物統計調査）
・ 別海町の酪農は、広大な面積に恵まれ、乳牛11万頭を数えている。過去に行った根釧パイ

ロットファーム及び新酪農村建設事業によって、かつて例のない大型酪農地帯を形成し、今
では日本一の生乳生産量を誇っている。生乳は、管内にある大手乳業メーカー等で加工され、
バター、脱脂粉乳等の原料となっている。
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・ 労働時間の短縮や機械経費の削減などを支援したり、また、ゆとりある農業経営や良質粗
飼料の生産を実現するために酪農ヘルパー、コントラクター、ＴＭＲセンター等の農業経営
を支援する組織の利用が高まっている。

・ 環境と調和した農林水産業の持続的な発展のために河川環境に対する取組み等を行ってい
る。

カ 今後の課題等
１ 自給飼料生産の推進

・ 飼料自給率の向上を図るため、飼料生産の組織化・外部委託化等による省力化を進めてい
るが、さらに効率化を高め、草地整備と併せ、牧草の栄養価向上のための草地管理と、自給
飼料の増産を推進する必要がある。

２ 地域環境の保全
・ 飼料生産基盤の拡大により、着実な規模拡大が図られているが、今後、家畜飼養頭数の増

加に伴い、家畜排せつ物や搾乳関連施設の排水を適正に処理し、水や農地などの汚染や環境
負荷への軽減に向けたより一層の取組みが必要である。

３ 担い手の確保
・ 担い手農家数が減少している中、担い手確保のために認定農業者や農業生産法人の育成を

図るとともに、農業後継者のみならず、若年層に限らない農業への強い意欲を持った農外か
らの新規参入者のために設立した別海町酪農研修牧場等の充実化を図り、また、優れた経営
感覚を持った多様な担い手の育成・確保をする必要がある

４ 品質向上とコスト低減
・ 別海町では、大規模な酪農専業がほとんどを占めており、そのため、国内外の酪農を取り

巻く様々な情勢変化を受けやすい経営体質となっている。近年は、農業所得が減少傾向にあ
るが、国際化の進展、更には、牛乳の消費が低迷している状況では、今後とも牛乳や乳製品
の品質向上や附加価値をつける取組みとコストの低減が求められている。

事 後 評 価 結 果 ・ 基盤整備により経営規模の拡大が図られ、自給飼料の増産につな
がった。また、草地整備改良、造成により生産コストを下げる効率
的な農作業体系となった。

・ 施設整備と還元農用地（草地）の整備により、堆肥及び液肥の処
理が適正に行われた結果、地域環境の改善が図られた。

第 三 者 の 意 見 ・ 特段の意見なし
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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 生産局（北海道）

都道府県名 北海道 関係市町村名 釧路市
くし ろ し

事 業 名 畜産環境総合整備事業 地 区 名 釧路地区
くし ろ

（畜産環境整備特別対策事業）

事業主体名 財団法人北海道農業開発公社 事業完了年度 平成16年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区の畜産経営は家畜飼養頭数の増加に伴い、家畜ふん尿の流出による近隣河川

への汚染をはじめ農家自らが使用している地下水への汚染や都市部への悪臭等の畜産
環境問題が懸念される状況にあった。

このため、家畜排せつ物処理施設を整備し、家畜排せつ物の適正な管理を行うとと
もに家畜ふん尿を資源として有効活用を図ることを目的として本事業を実施した。

受益面積：1,147ha
受益者数：34戸
主要工事：草地等造成整備330ha、用排水施設整備138ha、堆肥舎 2棟 15,444㎡、堆肥盤 2基

尿溜 3基、家畜排せつ物運搬等機械 11台、電気導入施設 1カ所 、
環境美化施設整備 12カ所、飲雑用排水施設整備 1カ所等

総事業費：2,076百万円
工 期：平成11年度～平成16年度

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農作物（畜産物）の生産量の増加
堆肥センタ－の整備により、畜産農家の家畜ふん尿処理に係る労働負担が軽減されたこと

等から、畜産農家は経営規模の拡大に取り組んでおり、主要な農産物である生乳生産量が増
加している。

［家畜飼養頭数及び生産量］
事業実施前 計 画 評価時点 増 減
（平成10年） (平成16年) （平成21年）

①自給飼料生産基盤面積 616 ha → 1,122ha → 1,239ha 117ha増加
②乳用牛飼養頭数 1,981 頭 → 2,662頭 → 2,881頭 219頭増加
③生乳生産量 6,123 ｔ → 8,859ｔ → 9,588ｔ 729ｔ増加

資料：阿寒農協調べ
２ 営農経費の節約

① 労働時間
堆肥センタ－が家畜ふん尿処理を行うので、酪農家の家畜ふん尿処理時間が大幅に削減さ

れている。
また、堆肥センタ－が大型機械で堆肥の農地還元を行うので、堆肥散布の作業効率が向上

している。

３ 畜産物の価格
乳価は計画時点に比べ8.2円/kg上昇している。

【生乳単価】 事業実施前 計 画 評価時点 増 減
（平成10年） (平成16年) (平成21年）

乳 価 70.5円/kg → 69.3円/kg → 77.5円/kg 8.2円/kg増加
（資料：阿寒農協調べ）
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イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項

① 生産性の向上
草地等造成整備及び排水改良が行われた為、牧草地の生産性が向上している。

事業実施前 評価時点 増 減
（平成10年） （平成21年）

飼料作物の単収 3.44ｔ/10a → 3.77ｔ/10a 0.33ｔ/10a増加
（資料：阿寒農協調べ）

② 農業生産額の増加
家畜飼養頭数の増加が図られたことから、事業参加農家１戸当たり農業生産額が増加して

いる。

事業実施前 評価時点 増 減
（平成10年） （平成21年）

農業生産額 30百万円 → 44百万円 14百万円増加
（資料：阿寒農協調べ）

③ 経営規模の改善
家畜の飼養頭数の増加とともに自給飼料生産基盤の拡大を図ったことから、１戸当たり乳

牛飼養頭数及び農用地面積は増加している。

事業実施前 評価時点 増 減
（平成10年） （平成21年）

１戸当たり乳牛飼養頭数 72.8頭/戸 → 85.8頭/戸 13頭/戸増加
１戸当たり農用地面積 32.1ha/戸 → 36.4ha/戸 4.3ha/戸増加

（資料：阿寒農協調べ）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果等の確認
① 田園環境の再生・創造と共生を活かした個性豊かで活力のある農村づくり

家畜排せつ物処理施設(釧路市有機質肥料活用センター)の整備により家畜排せつ物の適正
な処理が図られ、堆肥等の土壌還元により地力が増強された。

事業実施前 計 画 評価時点 増 減
（平成10年） （平成16年） (平成21年)

堆肥の生産量 7,558ｔ → 9,946ｔ → 10,940ｔ 994ｔ増加
尿の処理量 19,159ｔ → 26,719ｔ → 29,441ｔ 2,722ｔ増加

（資料：阿寒農協調べ）

ウ 事業により整備された施設の管理状況
事業により整備された堆肥センタ－は、阿寒農業協同組合に委託して、適切に管理されている。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境

事業開始前に懸念されていた規模拡大による畜産環境問題の発生については、ふん尿処理を
集約しセンター化されたことにより地域住民からの苦情は入っていない。

また受益農家の畜舎から定期的にふん尿運搬を堆肥センターで行った結果、景観等への悪影
響が軽減された。

２ 自然環境
当地域は、釧路湿原国立公園・阿寒国立公園という日本を代表する豊かな自然環境とタンチ

ョウ鶴を始めとした地域特有の生態系との共存共栄を図るため、環境保全型農業を取り組んで
きた。

今回の事業により、家畜ふん尿の河川等への流出、地下水浸透等が防止された結果、景観等
への悪影響等の改善が図られた。
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オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

本市は平成17年の合併（阿寒町・音別町）により、総面積1,362.75k㎡と広大な面積となっ
たが、人口は、平成10年198,771人、平成17年194,892人、平成21年186,637人と、少子化によ
り年々減少している傾向にある。

また経済情勢の悪化から観光客の入り込みも減少し、宿泊施設や商業施設の経営が落ち込ん
でおり、厳しい地方財政のため公共事業も縮減し公共施設の縮小も余儀なくされている。

（資料：釧路市調べ）

２ 地域農業の動向
釧路市の農業は酪農を基幹とし、各種土地基盤整備事業の実施により、現在では道内屈指の

酪農地帯として草地型酪農地帯が形成されている。
しかしながら、酪農をめぐる情勢は一層の国際競争力を高めるため、生産コストの低減や労

働力不足が課題となっており、今年度からＴＭＲセンターが設立されたことで、その効果が期
待されている。

カ 今後の課題等
後継者のいない高齢農家の離農等により搾乳農家数が減少しており、担い手農家の育成・確保

が課題となっている。
担い手を育成するためには経営規模の拡大とともに労働にゆとりをつくることが重要なことか

ら、コントラクタ－や公共育成牧場等のサポ－ト組織の整備・強化に取り組んでいる。

事 後 評 価 結 果 ・ 釧路市有機質肥料活用センター(堆肥センター)の整備により、地
域の環境保全が図られている。

また、草地等造成整備や良質な堆肥の農地還元により、自給飼料
生産や生乳生産量が増加し、経営の安定化が図られたことから事業
の効果が発現されている。

第 三 者 の 意 見 ・ 畜産環境整備に係る事業においては、周辺河川の水質汚濁の改善
を図る指標を事業要件に盛り込んでいくことが望まれる。
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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 生産局（北海道）

都道府県名 北海道 関係市町村名 常呂郡佐呂間町
ところぐん さ ろ ま ち よ う

事 業 名 畜産環境総合整備事業 地 区 名 佐呂間地区
さ ろ ま

(資源ﾘｻｲｸﾙ畜産環境整備事業)

事業主体名 財団法人北海道農業開発公社 事業完了年度 平成16年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、全ての河川がサロマ湖に流入しているため、家畜糞尿による汚濁の指摘

を受け、環境問題が潜在化している現状であった。また町内の漁協より、湖汚濁の要
因として家畜糞尿の影響として指摘し、改善要望も提出され、これらの改善が緊急課
題となっている。このため本事業により、飼養頭数に適した処理施設を設置し家畜糞
尿を地力維持増産、自給生産コスト低減を図る重要な資源として活用し、生産性の向
上と利用の効率化、及び周辺環境の整備を図り経営の安定を努める。

受益面積：3,457.7ha
受益者数：75戸
主要工事：家畜排泄物還元用草地等造成整備111.50ha、用排水施設整備10.79ha、尿溜 45箇所、

堆肥舎 65箇所、ｽﾗﾘｰｽﾄｱ 1箇所、強制発酵処理施設１箇所
総事業費：2,073百万円
工 期：平成13年度～平成16年度

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農作物（畜産物）の生産量の増加
・ 草地造成整備、用排水施設整備により自給飼料基盤が確保され、乳用牛飼養頭数及び生
乳生産量は増加している。
①作付面積
・ 飼料作物の作付面積については事業実施前に比べ牧草地で123ha（9.8%）増加し、飼料

用とうもろこしは400ha（114.3％）増加している。
事業実施前(H12年) 計画(H16年) 評価時点(H21年) 増減

牧草 ： 1,255ha → 1,311ha → 1,378ha 123ha増加
飼料用とうもろこし ： 350ha → 640ha → 750ha 400ha増加

（出典：佐呂間町農協調べ）
②生産量
・ 乳用牛飼養頭数は事業実施前と比較し153頭（3.2%）増加し、乳量についても829t（3.

2%）増加している。
事業実施前(H12年) 計画(H16年) 評価時点(H21年) 増減

乳用牛 ： 4,806頭 → 4,806頭 → 4,959頭 153頭増加
(内経産牛) ： 3,188頭 → 3,034頭 → 3,206頭 18頭増加
生乳生産量 ： 26,110ｔ → 25,140t → 26,939ｔ 829ｔ増加
肉用牛 ： 0頭 → 31頭 → 133頭 133頭増加

（出典：佐呂間町農協調べ）
２ 営農経費の節減

・ 生産基盤整備による高性能大型機械での作業効率の向上、共同での散布作業及び機械の
大型化により労働時間が減少した

事業実施前（H12年）計画(H16年) 評価時点（H21年） 増減
草地管理に係る労働時間 ： 13.2hr/ha → 12.23hr/ha → 12.4hr/ha 0.8hr/ha減
内堆肥散布に係る労働時間： 0.60hr/ha → 0.59hr/ha → 0.50hr/ha 0.1hr/ha減

（出典：農業生産技術体系・網走農業改良普及センター遠軽支所調べ）
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３ 畜産物価格
・ 乳価は事業実施前に比べ6円99銭／kg（9％増）値上がりしている。（※プール乳価））

事業実施前(H12年) 計画(H16年) 評価時点(H21年) 増減
乳用牛 ： 78円94銭 → 77円59銭 → 85円93銭頭 6円99銭増加

※平成21年度乳価については、生産資材高騰による対策措置が含まれている。
（出典：佐呂間町農協調べ）

イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項

①生産性の向上
・ 町の経産牛一頭当りの年間平均乳量は、事業実施前に比べ40kg（0.5％）増加し、飼料用

作物の反収については、牧草で191kg/a（4.5%）及び飼料用トウモロコシで、106kg/a（1.9
%）の減収となったが、事業実施前の平成12年度は牧草で前年比132%、飼料用トウモロコシ
で前年比115％と例年に比べ収量の多い年でもあった。

事業実施前(H12年) 計画(H16年) 評価時点(H21年) 増減
一頭当り乳量 ： 8,138kg → 8,192kg → 8,178kg 40kg増加
牧草の反収 ： 4,276kg/a → 3,998kg/a → 4,085kg/a 191kg/a減少
飼料用ﾄｳﾓﾛｺｼの反収： 5,608kg/a → 5,167kg/a → 5,714kg/a 106kg/a減少

（出典：佐呂間町農協、乳検、網走農業改良普及センター遠軽支所調べ）

②農業生産額の増加
・ 町の農業生産額は事業実施前と比較して465百万円（5.8%）減少したが農家戸数の減少に

伴う部分が大きく、農業所得額では919千円（13.1%）の増額となっている。
事業実施前（H12年） 計画(H16年) 評価時点（H21年） 増減

農業生産額 ： 7,968百万円 → 8,369百万円 → 7,503百万円 465百万円減少
農業所得額 ： 6,996千円 → 7,539千円 → 7,915千円 919千円増加

（出典：佐呂間町農協資料）

③経営規模の改善
・ 経営改善による経営規模の拡大により、一戸当りの経産牛飼養頭数は事業実施前に比べ

0.3頭（0.6%）増加し、高品質の粗飼料の給与により１戸当りの乳量が13t（3.1%）増加し
ている。

事業実施前(H12年) 計画(H16年) 評価時点(H21年) 増減
一戸当り経産牛頭数： 50.6頭 → 48.2頭 → 50.9頭 0.3頭増加
一戸当り出荷乳量 ： 414ｔ → 399ｔ → 427ｔ 13ｔ増加

（出典：佐呂間町農協調べ）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果等の確認
①家畜排せつ物の利用促進
・ 家畜排せつ物の有効活用に向け、家畜排せつ物処理施設の整備により良質な堆肥の生産

が図られ、還元面積が事業実施前に比べ580ha（30.2%）増加している。
事業実施前(H12年) 計画(H16年) 評価時点(H21年) 増減

牧草 ： 1,255ha → 1,311ha → 1,378ha 123ha増加
飼料用とうもろこし ： 350ha → 640ha → 750ha 400ha増加
畑作物 ： 317ha → 323ha → 374ha 57ha増加

（出典：佐呂間町農協調べ）

ウ 事業により整備された施設の管理状況
・ 当該事業により整備された家畜排せつ物処理施設については、佐呂間町堆肥利用組合を組

織し適正に管理されており、今後においても利用組合が維持・管理を担うこととしている。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境

・ 家畜排せつ物処理施設（尿溜、堆肥舎等）の整備により、堆肥の野積みや流出が防止さ
れており適正管理が図られている。

・ また、家畜排せつ物が適正に農地に還元されることで畜産経営に起因する環境汚染の防
止が図られ、地域の生活環境の調和が図られている。
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２ 自然環境
・ 家畜排せつ物処理施設の整備に伴い、家畜排せつ物の適正に処理され、河川流出や地下

水の汚染等が防止されることにより自然環境の調和が図られている。

オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

・ 佐呂間町の総人口は平成12年時で6,875人であったが、平成21年時には6,029人となり846
人（12.3%）減少となった

・ 酪農家戸数は高齢化と担い手の不足により平成12年時で184戸であったが、平成21年時に
は118戸となり66戸(35.9%)減少となった。

（出典：住民基本台帳（人口）・町資料（酪農家戸数））

２ 地域農業の動向
・ 酪農に関しては高齢化、担い手不足による離農が加速する中、法人化を含めた経営規模

の拡大が進んでいる。ＴＭＲセンターやコントラ事業、哺育育成センターを利用し、搾乳
の特化を図ることによる個体乳量の増加が今後も期待できる。このため酪農家戸数の減少
はあるものの、飼養頭数や生乳生産量は現状を維持できる見込みである。

・ 家畜排せつ物の散布作業は佐呂間町堆肥利用組合を中心に共同で進めてきたが、規模の
拡大や畑の分散などからコントラを利用する農家が増えてきている。コントラは堆肥の攪
拌作業から対応しているため、高品質な堆肥を還元することができる。また、耕種農家と
の連携による敷料との交換等も積極的に進めており、堆肥の有効活用による循環型農業が
構築されている。

カ 今後の課題等
・ 高齢化、担い手不足による離農が進んでいるため新規就農を含めた担い手の確保が重要と

なってきている。
・ 経営規模の拡大が進んでいることからも、農地を集約し効率的な管理ができる環境が必要

である。
・ 佐呂間町家畜排せつ物利用促進計画に基づいた、家畜ふん尿の有効利活用に努め自然、生

活環境と調和のとれた畜産経営を図る必要がある。

事 後 評 価 結 果 ・ 家畜排せつ物処理施設の整備を起因とする、環境改善への効果は
大きく、本町における水産産業の基盤でもあるサロマ湖に与える環
境への影響は大きく変化している。また、事業以前は漁協からの家
畜排せつ物の流出による汚染の指摘も受けたが、事業後には指摘も
無く河川の環境汚染の防止にも大きな効果を上げている。

また、堆肥の良質化により粗飼料品質が向上し、乳量の増加が図
られており更に自給生産コストの低減により農業所得の向上につな
がっている。

第 三 者 の 意 見 ・ 畜産環境整備に係る事業においては、周辺河川の水質汚濁の改善
を図る指標を事業要件に盛り込んでいくことが望まれる。
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